
Ô 事業損益 11¶250¶487 4¶160¶974 1¶893¶617 2¶382¶972 � 447¶912 988¶774 2¶313¶621 22¶542¶533 � 14¶387¶512 8¶155¶021

Õ 総資産 5¶565¶958¶422 2¶458¶496¶316 2¶458¶333¶190 2¶502¶392¶554 449¶730¶313 211¶851¶714 474¶527¶567 14¶121¶290¶076 1¶045¶175¶824 15¶166¶465¶900

（主要資産内訳）

流動資産

現金及び預金 ` ` ` ` ` ` ` ` 526¶000¶675 526¶000¶675

研究業務未収金 6¶180¶616 57¶498¶015 1¶585¶834 4¶934¶733 8¶195¶933 1¶382¶833 1¶297¶833 81¶075¶797 81¶075¶797

未成受託研究支出金 ` 87¶951 ` 6¶145¶873 ` ` 50¶000 6¶283¶824 480¶000 6¶763¶824

前払費用 ` ` ` ` ` 379¶968 ` 379¶968 1¶063¶146 1¶443¶114

固定資産

有形固定資産 5¶560¶948¶617 2¶402¶081¶161 2¶457¶918¶167 2¶493¶602¶759 442¶705¶191 211¶259¶724 474¶350¶545 14¶042¶866¶164 504¶027¶075 14¶546¶893¶239

建物 2¶602¶304¶145 961¶141¶615 752¶617¶164 795¶733¶211 251¶907¶173 14¶024¶372 89¶292¶901 5¶467¶020¶581 50¶241¶952 5¶517¶262¶533

構築物 94¶632¶162 36¶852¶251 81¶214¶526 73¶530¶217 9¶292¶978 5¶121¶587 13¶792¶780 314¶436¶501 14¶163¶450 328¶599¶951

機械及び装置 638¶413¶391 345¶884¶160 209¶688¶075 216¶450¶455 58¶718¶262 863¶726 53¶112¶519 1¶523¶130¶588 799¶322 1¶523¶929¶910

車両運搬具 20¶005 9¶173 12¶640 12¶638 910 1¶675 2¶599 59¶640 628¶733 688¶373

工具器具備品 16¶985¶763 45¶599¶825 18¶866¶899 12¶649¶219 22¶328¶127 6¶348¶404 31¶264¶351 154¶042¶588 13¶567¶884 167¶610¶472

土地 2¶208¶593¶151 1¶012¶594¶137 1¶395¶518¶863 1¶395¶227¶019 100¶457¶741 184¶899¶960 286¶885¶395 6¶584¶176¶266 424¶625¶734 7¶008¶802¶000

(注５) 各セグメントにおける損益外減価償却相当額、損益外固定資産除却相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額は、以下のとおりとなっております。
（単位：円）

構造グループ 環境グループ 防火グループ 材料グループ 建 築 生 産
グ ル ー プ

住宅・都市
グ ル ー プ

国際地震工
学センター 計 法 人 共 通 合 計

損益外減価償却相当額 234¶020¶060 113¶849¶047 70¶932¶874 81¶379¶035 18¶502¶759 729¶504 3¶869¶931 523¶283¶210 1¶789¶034 525¶072¶244

損益外固定資産除却相当
額 134¶189 ` 6¶690¶432 ` ` ` 1¶262¶785 8¶087¶406 ` 8¶087¶406

引当外賞与見積額 � 1¶301¶252 � 1¶455¶931 � 1¶416¶613 � 896¶068 1¶588¶472 � 748¶501 � 609¶073 � 4¶838¶966 � 891¶169 � 5¶730¶135

引当外退職給付増加見積
額 11¶357¶505 8¶336¶747 7¶483¶845 5¶049¶599 7¶307¶477 9¶293¶577 12¶709¶372 61¶538¶122 27¶241¶986 88¶780¶108
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(注１) 業務の種類の区分及び内容は以下のとおりであります。
構造グループ：建築の鉄筋コンクリート構造、鉄骨構造、木構造等に関する調査、研究等を行っております。
環境グループ：建築の室内の温熱環境、光及び音、空気環境並びに建築設備の設計計画に関する調査、研究等を行っております。
防火グループ：建築の防火及び避難計画に関する調査、研究等を行っております。
材料グループ：建築材料及び建築部材の耐久性並びに建築材料の設計、環境への影響に関する調査、研究等を行っております。
建築生産グループ：建築の生産に係る情報及び品質管理並びに建築の施工技術に関する調査、研究等を行っております。
住宅・都市グループ：住宅、都市及び建築の設計計画に関する調査、研究等を行っております。
国際地震工学センター：地震工学、建築及び土木の耐震工学、応用地震学、地震観測及び地震資料の解析に関する研修の実施並びにこれらの研修に関連する調査、研究等を行っております。

(注２) 事業費用のうち法人共通の項目に含めた配賦不能事業費用は、管理部門に係る費用であります。
(注３) 事業収益のうち法人共通の項目に含めた配賦不能事業収益は、管理部門に係る収益であります。
(注４) 総資産のうち法人共通の項目に含めた資産は、管理部門に係る資産及び各セグメントへの配賦を行っていない資産であります。
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